
●令和５年度新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金活用事業

単位：円

1

東近江市住民税非課税世帯等臨
時特別給付金給付事業

R5補正（地） 福祉政策課 【対象】令和５年６月１日現在で市の住民基本台帳に記録さ
れている、住民税非課税世帯及び住民税均等割のみ課税
世帯の世帯主
【内容】コロナ禍における物価高騰等の負担感が大きい低所
得世帯への負担の軽減を図るため、非課税世帯及び均等
割のみ課税世帯へ給付金を給付する。
（給付額）一世帯当たり 30千円

355,500,000 事業実施中

2

医療機関物価高騰等対策支援給
付金

R5補正（地） 地域医療政策課 【対象】市内の医療機関（病院、有床診療所、無床診療所、
歯科）
【内容】コロナ禍における物価高騰等の影響を受ける医療機
関の経営を安定化させるため、給付金を給付する。
(給付額）市内の病院1,000千円×７、有床診療所300千円×
２、無床診療所（歯科含む）100千円×93

16,900,000 事業実施中

3

介護サービス事業所物価高騰対
策支援給付金

R5補正（地） 長寿福祉課 【対象】市内介護保険サービス事業所
【内容】コロナ禍における物価高騰等の影響を強く受けなが
らも介護保険サービスの安定的な提供を継続してしている
介護福祉施設を支援するため、給付金を給付する。
（給付額）１事業所当たり一律100千円

16,100,000 事業実施中

4

障害福祉サービス事業所物価高
騰対策支援給付金

R5補正（地） 障害福祉課 【対象】市内障害福祉サービス等提供事業所
【内容】コロナ禍における物価高騰等の影響を強く受けなが
らも障害福祉サービスの安定的な提供を継続している施設
を支援するため、給付金を給付する。
（給付額）１事業所当たり100千円

11,600,000 事業実施中

5

学童保育所物価高騰対策支援給
付金

R5補正（地） こども政策課 【対象】市内学保育所運営事業者
【内容】コロナ禍における物価高騰等の影響を受ける学童保
育所運営事業者の経営を安定化させるため、給付金を給付
する。
（給付額）
100千円×39クラブ

3,900,000 事業実施中

6

民間保育所等物価高騰対策支援
給付金

R5補正（地） 幼児課 【対象】市内民間保育所、認定こども園等
【内容】コロナ禍における物価高騰の影響を受ける民間保育
所等に対し、給付金を給付する。
（給付額）
定員59人以下　100千円(６事業所)
定員99人以下　400千円(３事業所)
定員100人以上　600千円(６事業所)

5,400,000 事業実施中

7

省エネ家電購入促進補助金 R5補正（地） 森と水政策課 【対象】自宅に設置しているエアコン、冷蔵庫又は冷凍庫を
省エネ性能の高いものに買い換えた市民
【内容】コロナ禍における物価高騰等の影響を受ける家庭に
対し、省エネ性能の高いエアコン、冷蔵庫等への買換えを支
援することによりエネルギー費用負担の軽減を図る。
（補助額）
平成26年以前に製造されたエアコン等について、市内に本
店を有する指定店舗において省エネ評価点4.0以上の製品
に買い換えた場合に20千～40千円を補助

4,000,000 事業実施中

8

飼料価格高騰対策緊急支援金 R5補正（地） 農業水産課 【対象】市内畜産農家
【内容】コロナ禍における配合飼料価格の高騰により経済的
な影響を受けている畜産農家の経営を支援するため、支援
金を給付する。
(給付額）肉用牛・乳用牛4,905円/頭、養鶏5,450円/100羽（３
四半期合計）

26,659,000 事業実施中

9

省エネルギー設備導入支援補助
金

R5補正（地） 商工労政課 【対象】
市内に事務所又は事業所を有する中小企業及び個人事業
主
【内容】
コロナ禍における物価高騰等の影響を受ける中小企業者等
を支援するため、省エネルギー化を目的とした中小企業者
等の工場、店舗、事務所で使用する事業用設備・機器の購
入費に対し補助金を交付する。
（補助金額）
補助対象経費の1/3
上限300千円、下限30千円

30,000,000 事業実施中

事業費
（A）

実施状況又は実施経過

691,904,000円

No, 事業名
予算
区分

所管課 事業概要



●令和５年度新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金活用事業

単位：円

事業費
（A）

実施状況又は実施経過

691,904,000円

No, 事業名
予算
区分

所管課 事業概要

10

医療機関物価高騰等対策支援給
付金【後期】

R5補正（地） 地域医療政策課 【対象】市内医療機関（病院、有床診療所、無床診療所、歯
科）
【内容】コロナ禍における物価高騰等の影響を受ける医療機
関の経営を安定化させるため、給付金を給付する。
（給付金）病院（11千円×病床数（上限4000千円））×７、有
床診療所300千円×２、無床診療所（歯科含む）50千円×88

20,685,000 事業実施中

11

介護サービス事業所物価高騰等
対策支援給付金

R5補正（地） 長寿福祉課 【対象】市内介護保険サービス事業所
【内容】コロナ禍における物価高騰等の影響を強く受けなが
らも介護保険サービスの安定的な提供を継続してしている
介護福祉施設を支援するため、給付金を給付する。
（支給額）居宅介護支援・福祉用具貸与事業所100千円、訪
問・通所系事業所150千円、小規模多機能型居宅介護支
援・短期入所・グループホーム・特定施設入居者生活介護
事業所200千円、入所施設定員により300千円～900千円

35,100,000 事業実施中

12

障害者サービス事業所物価高騰
等対策支援給付金

R5補正（地） 障害福祉課 【対象】市内障害福祉サービス等提供事業所
【内容】コロナ禍における物価高騰等の影響を受けながらも
障害福祉サービスの安定的な提供を継続している障害福祉
施設を支援するため、給付金を給付する。
（給付額）１事業所当たり100千円から400千円規模による単
価設定）

17,400,000 事業実施中

13

学童保育所物価高騰等対策支援
給付金

R5補正（地） こども政策課政策課 【対象】市内学保育所運営事業者
【内容】コロナ禍における物価高騰等の影響を受ける学童保
育所運営事業者の経営を安定化させるため、給付金を給付
する。
（給付額）
100千円×39クラブ

3,900,000 事業実施中

14

民間保育所等物価高騰等対策支
援給付金

R5補正（地） 幼児課 【対象】市内民間保育所、認定こども園等
【内容】コロナ禍における物価高騰等の影響を受ける民間保
育所等に対し、給付金を給付する。
（交付額）
定員59人以下　100千円(６事業所)
定員99人以下　400千円(３事業所)
定員100人以上　600千円(６事業所)

5,400,000 事業実施中

15

給食食材費物価高騰等対策支援
事業【公立小中学校及び公立認
定こども園等（１号）】

R5補正（地） 給食センター 【対象】市立小中学校、市立認定こども園・幼稚園（教職員分
は除く）
【内容】コロナ禍における物価高騰等に伴う給食で使用する
食材等の価格高騰により必要となる給食費の値上げを抑制
し、保護者負担の軽減を図る。

48,500,000 事業実施中

16

給食食材費物価高騰等対策支援
事業【公立認定こども園（２号、３
号）】

R5補正（地） 幼児課 【対象】公立認定こども園等（職員は除く）
【内容】コロナ禍における物価高騰等に伴う給食で使用する
食材等の価格高騰により必要となる給食費の値上げを抑制
し、保護者負担の軽減を図る。

5,310,000 事業実施中

17

給食費物価高騰等対策支援交付
金

R5補正（地） 幼児課 【対象】市内民間保育所、認定こども園等
【内容】コロナ禍における物価高騰等に伴う給食で使用する
食材等の価格高騰により必要となる給食費の値上げを抑制
し保護者負担の軽減を図るため、１施設当たりの施設定員
区分に応じ、交付金を交付する。
（交付額）
定員59人以下　150千円(６事業所)
定員99人以下　500千円(３事業所)
定員100人以上　700千円(６事業所)

6,600,000 事業実施中

18

子育て世帯生活応援給付金 R5補正（地） こども政策課 【対象】令和５年12月分の児童手当 （特例給付を含む。）受
給者
【内容】コロナ禍における物価高騰等により経済的な影響を
受けている子育て世帯の負担を軽減するため、給付金を給
付する。
（給付額）5千円×対象児童15,200人、事務費2,950千円

78,950,000 事業実施中


